
福島第１原子力発電所の事故に伴う放射能問題への主な対応の経緯 

令和 6 年 7 月 25 日 

平成２３年３月 

中旬 国、県他関係機関の放射線量測定結果等の関連情報を市のホームペ

ージへの掲載等により情報提供              

健康増進課 

環境政策課 他 

２３日 金町浄水場で水道水から国の基準値を超える放射性ヨウ素が検出

されたことに伴い、同浄水場と同じ水源の江戸川から取水している

北千葉広域水道企業団から、乳児に限って水道水の摂取制限を行う

よう要請を受ける。（２６日解除） 

水道局 

２４日 乳児に限って水道水の摂取制限を行うこととしたため、おおたかの

森浄水場で、乳児の保護者等を対象に災害用水袋を用いて能登町か

ら提供された海洋深層水及び井戸水を配布（～２８日）                    

水道局 

２５日 北千葉広域水道企業団流山浄水場で２３日に採取した浄水から、国

の基準値を超える１１０ベクレル/kg を検出した内容の連絡を受け

る。 

水道局 

２７日 おおたかの森浄水場の井戸水（原水と浄水）について日本分析セン

ターへ放射性物質測定依頼                         

水道局 

４月 

８日 議会議員全員協議会において、市の取組を報告 

    

水道局 

市民生活部 他 

２０日 市内４ケ所の浄水場の水道水及び地下水（井戸水）の放射性物質を

一週間に一度測定し、その結果をホームページにて公表（以後継続

して実施）  

水道局 

２１日 千葉県による市内農産物のモニタリング調査実施 

（品目：ほうれんそう→ヨウ素２６ベクレル/kg、セシウム３７ベク

レル/kg が検出された。）                         

農政課 

５月 

１７日 東葛６市が、「東京電力福島第一原子力発電所の事故に伴う要望書」

を千葉県知事宛提出                            

環境政策課 

１９日 千葉県による第２回市内農産物のモニタリング調査実施 

（品目：ほうれんそう→ヨウ素、セシウムとも検出せず）       

農政課 

２４日 東葛６市長で放射線対策を協議  

２６日 臨時議会において市長の一般報告、緊急質問  

６月 

１日 千葉県により他地域に先駆けて空間放射線量測定実施 

（市内３か所） 

環境政策課 

保育課 

学校教育課 

３日 議会代表者会議出席 環境部 他 

６日 議会全員協議会において説明及び報告               環境部 他 

流山市独自の空間放射線量測定実施  学校教育課 



（市内小学校・幼稚園 計１０か所） 

流山市独自の空間放射線量測定実施  

（市内保育園 計８か所） 

保育課 

千葉県による第３回市内農産物のモニタリング調査実施 

（品目：ねぎ（青ねぎ）→ヨウ素、セシウムとも検出せず） 

農政課 

７日 流山市独自の空間放射線量測定実施  

（市内小・中学校・幼稚園 計２０か所） 

学校教育課 

流山市独自の空間放射線量測定実施  

（市内保育園 計１０か所）                    

保育課 

８日 東葛６市が「東京電力福島第一原子力原子力発電所の事故に伴う要

望書」を千葉県知事宛に再提出 

環境政策課 

第１回東葛地区放射線量対策協議会ワーキンググループ開催 環境政策課 

流山市独自の空間放射線量測定実施 

（市内子どもの遊び場 計１４か所） 

子ども家庭課 

流山市独自の空間放射線量測定実施（～１３日）（市内２６８公園）                      みどりの課 

１１日 放射能物質に係る水道局の対応マニュアルを策定したことをホー

ムページで公表                                 

水道局 

広報にて特集（６月１１号）  

公立保育所７園の園庭内の排水溝等の清掃開始            保育課 

１４日 東葛地区放射線量対策協議会の専門機関による空間放射線量の第

１回測定実施 （市内６か所）                     

環境政策課 

みどりの課 

１５日 議会第２回定例会にて市長一般報告、一般質問等 （～７月５日）  

１７日 西初石近隣公園をはじめ市内公園について草刈り・清掃を実施               

（～７月中旬まで） 

みどりの課 

２１日 広報にて特集（６月２１日号）  

２３日 流山市による第１回市内農産物のモニタリング調査実施 

（品目：えだまめ→ヨウ素、セシウムともに検出せず）        

農政課 

小・中学校のプールの排水、それに伴う清掃を教職員で実施 

プールの水の簡易検査                     

学校教育課 

２８日 東葛地区放射線量対策協議会の専門機関による空間放射線量の第

２回測定実施（市内６か所） 

環境政策課 

みどりの課 

流山市独自の空間放射線量測定実施  

（市内小・中学校 計１２か所） 

学校教育課 

流山市独自の空間放射線量測定実施  

（市内保育園 計３か所）                     

保育課 

２９日 東葛６市が、文部科学省・厚生労働省・内閣府を訪れ、「福島県以

外の学校・幼稚園・保育所等における放射線量の安全基準値の早期

設定等を求める緊急要望書」を提出                           

環境政策課 

流山市独自の空間放射線量測定実施  

（市内保育所（園） 計５か所）                   

保育課 

流山市独自の空間放射線量測定実施  

（市内小・中学校 計１１か所）                 

学校教育課 



第２回東葛地区放射線量対策協議会ワーキング開催 環境政策課 

「子どものくらしと放射線、安心・安全のためにできること」の講

演を放射線総合医学研究所の武田志乃研究員を講師として開催（参

加者：約７００名） 

生涯学習課 

３０日 議会代表者会議出席                      環境部他 

流山市独自の空間放射線量測定実施 （市内幼稚園 計８か所） 学校教育課 

流山市独自の空間放射線量測定実施 （市内保育所（園）計３か所） 保育課 

７月 

１日 流山市独自の空間放射線量測定実施（～２５日）  

（市内２６８公園・２回目） 

みどりの課 

流山市独自の空間放射線量測定実施  

（市内保育所（園） 計３か所） 

保育課 

２日 「生体はどのくらいの線量から放射線を感じとれるか」の講演を東

京理科大学の小島周二教授を講師として開催（参加者：約３００名） 

生涯学習課 

４日 流山市独自の空間放射線量測定実施  

（市内保育所（園） 計５か所）                

保育課 

５日 クリーンセンター焼却場の溶融飛灰・溶融スラグ・炉下不燃・炉下

アルミの放射性物質の検査を専門機関へ依頼 

クリーン推進課 

森のまちエコセンターの堆肥及び脱水汚泥の放射性物質の検査を

専門機関へ依頼 

リサイクル推進課 

６日 第３回東葛地区放射線量対策協議会ワーキング開催 環境政策課 

上旬 保護者との協働で清掃（鰭ヶ崎小学校） 学校教育課 

８日 第１回東葛地区放射線量対策協議会開催 

（中間報告及び今後の方針） 

環境政策課 

１１日 クリーンセンターの溶融飛灰の測定結果（２８，１００ベクレル/kg）

と仮保管等当面の対策を発表                    

クリーン推進課 

広報にて特集（７月１１日号）  

１２日 東葛地区放射線量対策協議会の専門機関による空間放射線量の第

３回測定実施（市内６か所）                    

環境政策課 

保育課 

１３日 クリーンセンター焼却場の煙突内の排ガス測定を専門機関へ依頼 

→放射性物質は不検出 

クリーン推進課 

１５日 「放射性物質を含む焼却灰の最終処分の基準に係る早期策定等の

緊急要望」を柏市、松戸市とともに、国（内閣総理大臣・環境大臣

宛）に提出 

クリーン推進課 

市長が秋田県、大館市、小坂町を訪れ、焼却灰の件で陳謝 クリーン推進課 

１６日 クリーンセンター周辺自治会等への説明会開催 クリーン推進課 

１９日 議会代表者会議でクリーンセンター焼却灰等について説明 環境部 

市内小・中学校に簡易測定器を貸し出し、校庭や教室での測定か所

を増やした。 

学校教育課 

クリーンセンター焼却場内の排水の測定を専門機関へ依頼 

→放射性物質は不検出 

クリーン推進課 

２０日 クリーンセンター環境保全対策協議会において焼却灰問題と対応 リサイクル推進課 



を説明 

森のまちエコセンターの堆肥、脱水汚泥の検査結果について地元説

明会 

リサイクル推進課 

千葉県による第４回市内農産物のモニタリング調査実施 

（品目：えだまめ→ヨウ素、セシウムとも検出せず）        

農政課 

２１日 広報にて特集（７月２１日号）  

２２日 クリーンセンター周辺道路・敷地内・建屋内の空間放射線測定実施 クリーン推進課 

２５日 飛灰保管用テントの設置 クリーン推進課 

南流山小学校の校舎周りの側溝の高圧洗浄及びバキュームによる

作業の実験実施 

教育総務課 

２６日 東葛地区放射線量対策協議会の専門機関による空間放射線量の第

４回測定実施（市内６か所） 

環境政策課 

保育課 

２７日 流山市による第２回市内農産物のモニタリング調査実施（品目：ね

ぎ・きゅうり・トマト→ヨウ素、セシウムともに検出せず） 

農政課 

東葛地区放射線量対策協議会で測定した６公園について、植え込み

地や高さ５ｃｍでの測定を実施（～２９日）               

みどりの課 

議会放射能問題等対策協議会に出席 環境部 他 

８月 

１日 環境部環境政策課内に放射能対策室を設置  

・主に公共施設や業者からの発生する剪定枝については、森のまち

エコセンターで仮置開始 

・８月から森のエコ堆肥販売中止について周知 

リサイクル推進課 

広報にて特集（８月１日号）  

給食の献立表に納入産地の記述を開始                保育課 

２日 クリーンセンター焼却場の溶融飛灰・溶融スラグ・炉下不燃・炉下

鉄・炉下アルミ及び排水を対象に採取し検査機関へ検査を依頼 

→溶融飛灰の放射性物質濃度（２０，２１０/kg） 

クリーン推進課 

５日 東葛地区放射線量対策協議会に参画している専門家と保護者の対

話を平和台保育所で実施 

保育課 

６日 森のまちエコセンターへの草木の搬入について地元説明会 リサイクル推進課 

８日 議会代表者会議に出席 環境部 他 

主に公共施設や業者から発生する草木については、森のまちエコセ

ンターで仮置開始 

リサイクル推進課 

９日 議会放射能問題等対策協議会に出席 環境部 他 

クリーンセンター焼却場の煙突内の排ガス測定を実施 

→放射性物質は検出せず 

クリーン推進課 

東葛地区放射線量対策協議会の専門機関による空間放射線量の第

５回測定実施。（市内６か所） 

放射能対策室 

学校教育課 

１０日 千葉県による市内産農産物モニタリング検査 

（品目：きゅうり→ヨウ素、セシウムとも検出せず） 

農政課 

１１日 第４回東葛地区放射線量対策協議会ワーキング開催 放射能対策室 



名都借４号公園にて天地返し実施 

０．４８μsv/h→０．１１μsv/h へと低減 

みどりの課 

中旬 小・中学校等で受ける年間放射線量の推計値を生活実態に即した計

算式から算出・公表 

学校教育課 

１６日 流山市独自の空間放射線量測定（幼稚園、小中学校） 学校教育課 

１７日 千葉県による米の予備調査（収穫前調査）→セシウム検出せず 農政課 

東葛地区放射線量対策協議会に参画している専門家と保護者の対

話を平和台保育所で実施 

保育課 

市内全小中学校の校舎・体育館周りの側溝や雨水桝の高圧洗浄やバ

キューム処理清掃を委託業者により開始（夏休み中に実施） 

教育総務課 

１９日 職員等に対する専門家による放射線に関する講習会を開催 クリーン推進課 

リサイクル推進課 

東葛地区放射線量対策協議会に参画している専門家と保護者の対

話をおおたかの森ナーサリースクールで実施 

保育課 

２１日 「津波と原発」の講演を佐野眞一氏を講師として開催 

（参加者：約５００名） 

生涯学習課 

広報にて特集（８月２１日号）  

２２日 専門医療機関による職員の健康診断を実施 クリーン推進課 

リサイクル推進課 

・流山市による放射性物質簡易分析機器検査開始 

（以後継続的に実施） 

市内産農産物１６品目について簡易検査を実施 

→各品目ともセシウム検出せず 

・千葉県による米の本調査 

①西深井（旧新川村）、②鰭ヶ崎（旧流山町）、③前ヶ崎（八木村）

の３か所で採取して検査を実施 

→３地点ともセシウム検出せず 

→出荷自粛解除 

農政課 

２３日 東葛地区放射線量対策協議会の専門機関による空間放射線量の第

６回測定実施 

放射能対策室 

学校教育課 

簡易型放射性物質分析機器により、市内産農作物（給食用食材も含

む。）や使用頻度の多い食材について、放射性物質簡易検査を実施                     

学校教育課 

６公園（前ヶ崎５号公園、駒木台１号公園、後平井児童公園、向小

金３号公園、平和台４号公園、前ヶ崎城址公園）について天地返し

等の作業実施（～３１日） 

みどりの課 

流山市医師会市民公開講座を開催 生涯学習課 

２４日 簡易型放射性物質分析機器により、使用食材の放射性物質簡易検査

を実施 

保育課 

家庭から出される草木の森のまちエコセンターへの搬入について、

周辺自治会長を臨戸訪問し説明                  

リサイクル推進課 

２５日 簡易型放射性物質分析機器により、市内産農作物（給食用食材も含

む。）や使用頻度の多い食材について、放射性物質簡易検査を実施                     

学校教育課 



２６日 剪定枝・落葉及び草の収集変更（９月１日～）について自治会への

周知回覧 

クリーン推進課 

・流山市が東京電力株式会社に対し、放射線対策に要した費用を請

求（第１次分） 

・東葛地区放射線量対策協議会が東京電力株式会社に対し、同協議

会で実施した空間放射線量の測定等に要した費用等を請求する緊

急要求を提出 

放射能対策室 

下旬 小中学校の給食の献立表に主な食材の産地を掲載。また、当分の間、

牛肉の使用を中止                         

学校教育課 

公立保育所・学童クラブ（小学校の校舎を利用しているものは除く）

は、除草や園庭の清掃を実施 

保育課 

市内公園について、草刈り・清掃を実施 みどりの課 

３０日 平成二十三年三月十一日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う

原子力発電所の事故により放出された放射性物質による環境の汚

染への対処に関する特別措置法（放射性物質汚染対処特措法）が施

行される 

放射能対策室 

東葛地区放射線量対策協議会に参画している専門家と保護者の対

話を江戸川台保育所で実施                           

保育課 

業務委託による建物周りの側溝や雨水桝等の清掃を順次実施 

（私立保育園）                           

保育課 

流山市独自の空間放射線量測定実施 

（市民の森及び市内公園（３回目）） 

みどりの課 

・堆肥（雑草・稲わら堆肥等）の放射性物質検査を市内３か所で実

施 

・農林水産省において、東北・関東６県の農地に含まれる放射性セ

シウムの分 

布図を公表。（流山市では１か所を採取し、セシウム１３４が３４

８ベクレル/kg、セシウム１３７が４２０ベクレル/kg で、合計７６

８ベクレル/kg であった。                             

農政課 

３１日 「放射性物質を含む焼却灰の最終処分の一時保管場所等の緊急要

望」を松戸、柏、我孫子市及び印西地区環境整備事業組合と共に千

葉県知事に提出 

放射能対策室 

「焼却灰の処理等に関する緊急要求」を松戸、柏、我孫子及び印西

地区環境整備事業組合と共に東京電力株式会社に提出          

放射能対策室 

「流山市における放射線モニタリングポストの設置に係る要望」を

千葉県に要望                            

放射能対策室 

簡易型放射性物質分析機器により、使用食材の放射性物質簡易検査

を実施 

保育課 

９月 

１日 家庭から出される剪定枝・落葉及び草について、当分の間、従来の

燃やすごみではなく、資源ごみの行政回収日に別回収し、森のまち

エコセンターへの仮置を開始 

クリーン推進課 



広報にて特集 （９月１日号）  

第３回定例会で市長の一般報告、一般質問（～９日）  

簡易型放射性物質分析機器により、市内産農作物（給食用食材も含

む。）や使用頻度の多い食材について、放射性物質簡易検査を実施      

学校教育課 

５日 市内全ての小・中学校、幼稚園、保育所、学童クラブで積算線量計

での測定を開始 

保育課 

学校教育課 

７日 簡易型放射性物質分析機器により、使用食材の放射性物質簡易検査

を実施 

保育課 

「流山市私立幼稚園放射性物質除染事業補助金交付要綱」公示 学校教育課 

８日 流山市独自の空間放射線量測定実施（第２回目） 

（市内子どもの遊び場 計１４か所） 

子ども家庭課 

９日 クリーンセンター焼却場の溶融飛灰・溶融スラグ・炉下不燃・炉下

鉄・炉下アルミ及び排水を対象に採取し検査機関へ検査を依頼 

→溶融飛灰の放射性物質濃度（２２，９００Bq/kg） 

クリーン推進課 

１４日 「通学路等における放射線量低減マニュアル」を作成 学校教育課 

放射能対策室 

放射能対策室のホームページを作成 放射能対策室 

１６日 東葛地区放射線量対策協議会による空間放射線量の第７回測定実

施 

放射能対策室 

議会放射能問題等特別委員会出席 放射能対策室 

２１日 広報にて特集 （９月２１日号）  

２２日 東深井中学校、東深井小学校、西深井小学校の３校でマニュアルを

踏まえた通学路の清掃活動を実施              

学校教育課 

放射能対策室 

２６日 千葉県が国に対し、「東京電力福島第一原子力発電所事故に係る放

射線・放射性物質対策等に関する緊急要望書」を提出 

 

クリーンセンター焼却場の溶融飛灰・溶融スラグ・炉下不燃・炉下

鉄・炉下アルミ及び排水を対象に採取し検査機関へ検査を依頼 

→溶融飛灰の放射性物質濃度（６，６６０Bq/kg） 

クリーン推進課 

議員全員協議会で追加議案について説明 放射能対策室 

２９日 東葛地区放射線量対策協議会による空間放射線量の第８回測定実

施 

放射能対策室 

東京電力株式会社が、８月２６日及び８月３１日の流山市単独、東

葛６市及び東葛４市１組合の要求に対する回答書を市長へ持参 

 

３０日 市内全小・中学校、保育所(園)、幼稚園の積算線量計で測定した年

間推計値を公表 

保育課 

学校教育課 

放射能対策室 

１０月 

１日 広報にて特集 （１０月１日号）  

４日 流山市独自の空間放射線量測定（小・中学校（第５回）） 学校教育課 

７日 クリーンセンター焼却場の溶融飛灰・溶融スラグ・炉下不燃・炉下

鉄・炉下アルミ及び排水を対象に採取し検査機関へ検査を依頼 

クリーン推進課 



→溶融飛灰の放射性物質濃度（４，９９０Bq/kg） 

１３日 東葛地区放射線量対策協議会による空間放射線量の第９回測定実

施 

放射能対策室 

１９日 

 

流山市が東京電力株式会社に対し、放射線対策に要した費用を請求

（第２次分） 

放射能対策室 

２０日 民主党出前懇談会開催 民主党 内山代議士、流山市長、他  

２１日 「流山市放射線量低減計画」を策定 放射能対策室 

広報にて特集 （１０月２１日号）  

２４日 井崎市長らが国を訪れ、細野環境大臣に直接、原発事故に伴う放射

能対策の現状を説明 

 

２７日 東葛地区放射線量対策協議会による空間放射線量の第１０回測定

実施 

放射能対策室 

２８日 流山市内の全市有地の測定、測定器の貸出し、測定員（市職員）の

派遣について１１月７日から受け付け開始について公表 

放射能対策室 

３１日 流山市を始めとする東葛４市１組合で千葉県に焼却灰の関係を要

望したことについて千葉県副知事から中間報告を受ける 

 

１１月 

１日 広報にて特集 （１１月１日号）  

市内全公有財産の詳細な測定を開始（～１１月１５日）  

２日 東京電力株式会社が、１０月１９日の費用請求に対する回答書を市

長へ持参 

 

４日 東日本大震災被災者支援千葉西部ネットワークと懇談会を実施 放射能対策室 

６日 秋のゴミゼロ運動で、流山おおたかの森駅周辺の側溝等の清掃を実

施 

 

７日 放射線量測定器の貸出し及び測定員派遣の申込み受付けを開始 放射能対策室 

１０日 東葛地区放射線量対策協議会による空間放射線量の第１１回測定

実施 

放射能対策室 

１１日 放射線量測定器の貸出し及び測定員派遣を開始 放射能対策室 

広報にて特集 （１１月１１日号）  

１４日 クリーンセンター焼却場の溶融飛灰・溶融スラグ・炉下不燃及び排

水を対象に採取し検査機関へ検査を依頼 

→溶融飛灰の放射性物質濃度（３，３４０Bq/kg） 

クリーン推進課 

１５日 議会放射能問題等特別委員会に出席 放射能対策室 

１７日 第５回東葛地区放射線量対策協議会ワーキンググループ開催 放射能対策室 

２１日 広報にて特集 （１１月２１日号）  

流山市独自の空間放射線量測定（小・中学校（第５回）） 学校教育課 

市内全小・中学校、保育所(園)、幼稚園の積算線量計で測定した年

間推計値を公表（第２回） 

保育課 

学校教育課 

放射能対策室 

２４日 第４回定例会で市長の一般報告  



２９日 第４回定例会で一般質問（～１２月２日）  

１２月 

１日 広報にて特集 （１２月１日号）  

８日 クリーンセンター焼却場の溶融飛灰・溶融スラグ・炉下不燃及び排

水を対象に採取し検査機関へ検査を依頼 

→溶融飛灰の放射性物質濃度（３，３００Bq/kg） 

クリーン推進課 

東葛地区放射線量対策協議会による空間放射線量の第１２回測定

実施 

放射能対策室 

１２日 議会放射能問題等特別委員会に出席 放射能対策室 

１５日 流山市独自の空間放射線量測定（幼稚園（第５回）、小・中学校（第

６回）） 

学校教育課 

２０日 自治会を対象とした放射線量測定器の貸出しを開始 放射能対策室 

２１日 広報にて特集 （１２月２１日号）  

２２日 東葛地区放射線量対策協議会による空間放射線量の第１３回測定

実施 

放射能対策室 

２６日 流山市が東京電力株式会社に対し、放射線対策に要した費用を請求

（第３次分） 

放射能対策室 

２７日 東葛地区放射線量対策協議会による空間放射線量の第１４回測定

実施 

放射能対策室 

２８日 放射性物質汚染対処特措法に基づく汚染状況重点調査地域の指定

を流山市が受ける 

 

平成２４年１月 

１１日 高妻茨城大学教授を講師に招いて「放射線の知識と対策～子育て中

のお母さんの疑問に答える～」の講演会を開催             

放射能対策室 

１４日 放射線専門の医師による、放射線に係る健康相談を開始 健康増進課 

１７日 クリーンセンター焼却場の溶融飛灰・溶融スラグ・炉下不燃・炉下

鉄及び排水を対象に採取し検査機関へ検査を依頼 

→溶融飛灰の放射性物質濃度（３，３００Bq/kg） 

クリーン推進課 

２６日 流山市独自の空間放射線量測定（小・中学校（第７回）） 学校教育課 

３０日 「流山市除染実施計画（案）」を公表 放射能対策室 

２月 

１日 広報にて特集 （２月１日号）  

「流山市除染実施計画（案）」のパブリックコメントを実施 

（～１４日） 

 

市内全小・中学校、保育所(園)、幼稚園の積算線量計で測定した年

間推計値を公表（第３回） 

保育課 

学校教育課 

放射能対策室 

流山市独自の空間放射線量測定（幼稚園（第６回）） 学校教育課 

８日 議会放射能問題等特別委員会に出席 放射能対策室 

「流山市民を放射能汚染から守るネットワーク」と懇談会を実施 放射能対策室 



１１日 「流山市除染実施計画（案）」に関するタウンミーティングを市役

所及び北部公民館で開催 

 

１７日 流山市をはじめ県内９市が除染の支援拡大を求め国へ要望書を提

出  

 

国に対して、平成２３年度に要した放射線量低減対策特別緊急事業

費補助金の交付申請 

 

２１日 流山市独自の空間放射線量測定（小・中学校（第８回）） 学校教育課 

広報にて特集 （２月２１日号）  

２４日 環境省との公文書による「除染実施計画（案）」に係る正式協議を

開始 

 

２５日 「流山の子どもたちのために放射線対策を進める会」と懇談会を実

施 

放射能対策室 

２９日 「流山市除染実施計画」を策定 放射能対策室 

３月 

１日 森のまちエコセンターに仮保管している剪定枝の委託処分

を開始 

リサイクル推進課 

６日 流山市独自の空間放射線量測定（幼稚園（第７回）） 学校教育課 

７日 向小金保育所、八木南小学校、八木南中学校において、除染作業を

開始（～３０日） 

保育課 

学校教育課 

１３日 全員協議会及び議会放射能問題等特別委員会に出席 放射能対策室 

「流山市除染実施計画（案）」のパブリックコメントの実施結果を

公表 

放射能対策室 

１４日 クリーンセンター焼却場の溶融飛灰・溶融スラグ・炉下不燃・炉下

鉄・炉下アルミ及び排水を対象に採取し検査機関へ検査を依頼 

→溶融飛灰の放射性物質濃度（１，５２０Bq/kg）  

クリーン推進課 

流山市が東京電力株式会社に対し、焼却灰保管に係る賠償請求書を

提出（平成２３年３月１１日～１１月３０日分） 

放射能対策室 

１８日 高妻茨城大学教授を講師に招いて「放射能と家庭における健康管理

～子育て中のお母さんの疑問に答える～」の講演会を開催 

放射能対策室 

１９日 コミュニティ第３児童公園、初石８号公園、平方５号公園、向小金

１号公園において、除染作業を開始  

みどりの課 

２１日 広報ながれやま放射能対策特集号を発行 （３月２１日号）  

２９日 流山市独自の空間放射線量測定（公園（第４回）） みどりの課 

４月 

１日 広報にて特集 （４月１日号）  

市内全小・中学校、保育所(園)、幼稚園の積算線量計で測定した年

間推計値を公表（第４回） 

保育課 

学校教育課 

放射能対策室 

２日 中学生以下のお子さんがいるご家庭を対象とした住宅地の除染に

向けた放射線量測定の受付けを開始 （～５月９日） 

放射能対策室 



４日 東京電力株式会社から平成２４年３月１４日付けの賠償請求につ

いて、請求額と同額の支払いを受ける 

放射能対策室 

１０日 クリーンセンター焼却場の溶融飛灰を対象に採取し検査機関へ検

査を依頼→溶融飛灰の放射性物質濃度（１，９９６Bq/kg） 

クリーン推進課 

１３日 新基準値（１００Bq/kg）に照準を合わせた市内農作物のサンプリ

ング検査を開始（以後継続的に実施） 

農政課 

１９日 クリーンセンター焼却場の溶融飛灰・溶融スラグ・炉下不燃・炉下

鉄及び排水を対象に採取し検査機関へ検査を依頼 

→溶融飛灰の放射性物質濃度（２，１３３Bq/kg） 

クリーン推進課 

２０日 流山市独自の空間放射線量測定（小・中学校（第９回）） 学校教育課 

２１日 広報にて特集 （４月２１日号）  

２３日 中学生以下のお子さんがいるご家庭を対象とした住宅地の除染に

向けた放射線量測定を開始                                             

放射能対策室 

２５日 事業者向け除染作業業務説明会を開催 財産活用課 

２７日 議会放射能問題等特別委員会に出席 放射能対策室 

５月 

１日 広報にて特集 （５月１日号）  

クリーンセンター焼却場の溶融飛灰を対象に採取し検査機関へ検

査を依頼→溶融飛灰の放射性物質濃度（１，８３０Bq/kg） 

クリーン推進課 

９日 クリーンセンター焼却場の溶融飛灰・溶融スラグ・炉下不燃・炉下

鉄及び排水を対象に採取し検査機関へ検査を依頼 

→溶融飛灰の放射性物質濃度（１，６８９Bq/kg） 

クリーン推進課 

１１日 住宅地の除染を希望する家庭の放射線量測定の対象を全世帯に拡

大して受付け開始（～９月２８日まで） 

放射能対策室 

１４日 流山市独自の空間放射線量測定（市民農園（第１回）） 農政課 

流山市が東京電力株式会社に対し、焼却灰保管に係る賠償請求書を

提出（平成２３年１２月１日～平成２４年３月３１日分） 

放射能対策室 

１５日 流山市独自の空間放射線量測定（幼稚園（第８回）） 学校教育課 

１７日 放射線量測定器の貸出し期間を１泊２日に延長 放射能対策室 

２９日 市への転入者向けに放射能対策への取組みをまとめたリーフレッ

トを作成 

放射能対策室 

市民のための除染マニュアルを作成 放射能対策室 

６月 

１日 流山市独自の空間放射線量測定（河川・調整池（第２回）） 河川課 

保育所（園）及び学校給食丸ごと放射性物質検査を開始（以後継続

して実施） 

保育課 

学校教育課 

５日 クリーンセンター焼却場の溶融飛灰を対象に採取し検査機関へ検

査を依頼 

→溶融飛灰の放射性物質濃度（１，９８７Bq/kg）       

クリーン推進課 

６日 市内全小・中学校、保育所(園)、幼稚園の積算線量計で測定した年 保育課 



間推計値を公表（第５回） 学校教育課 

放射能対策室 

７日 流山市独自の空間放射線量測定（スポーツフィールド（第１回））  生涯学習課 

住宅地の除染を希望する家庭の放射線量測定の受付け期間を延長 

（当面の間、引き続き申込みを受付け） 

放射能対策室 

８日 千葉県の主催で放射線に関する講習会「放射線に関する正しい知識

を」を開催 

 

２６日 クリーンセンター焼却場の溶融飛灰・溶融スラグ・炉下不燃・炉下

鉄及び排水を対象に採取し検査機関へ検査を依頼 

→溶融飛灰の放射性物質濃度（１，７１９Bq/kg） 

クリーン推進課 

２７日 東京電力原子力事故により被災した子どもをはじめとする住民等

の生活を守り支えるための被災者の生活支援等に関する施策の推

進に関する法律（子ども被災者支援法）が施行される                 

放射能対策室 

２９日 子どもが多く利用する施設（小学校、中学校、保育所（園）、幼稚

園、学童クラブ、福祉会館）の除染実施スケジュールを公表 

→８月末の完了を目途に除染実施 

 

７月 

１日 広報にて特集 （７月１日号）  

２日 流山市独自の空間放射線量測定（幼稚園（第９回）） 学校教育課 

３日 流山市独自の空間放射線量測定（市民プール（第１回）） 生涯学習課 

クリーンセンター焼却場の溶融飛灰を対象に採取し検査機関へ検

査を依頼→溶融飛灰の放射性物質濃度（１，５３３Bq/kg） 

クリーン推進課 

５日 流山市独自の空間放射線量測定（キャンプ場（第１回）） 生涯学習課 

１１日 広報にて特集 （７月１１日号）  

消費者の持ち込みによる食品の放射性物質検査を開始 コミュニティ課 

１７日 クリーンセンター焼却場の溶融飛灰・溶融スラグ・炉下不燃・炉下

鉄及び排水を対象に採取し検査機関へ検査を依頼 

→溶融飛灰の放射性物質濃度（１，６２２Bq/kg） 

クリーン推進課 

２１日 広報にて特集 （７月２１日号）  

８月 

７日 クリーンセンター焼却場の溶融飛灰を対象に採取し検査機関へ検

査を依頼→溶融飛灰の放射性物質濃度（１，４９６Bq/kg）        

クリーン推進課 

１１日 広報にて特集 （８月１１日号）  

２１日 市内全小・中学校、保育所(園)、幼稚園の積算線量計で測定した年

間推計値を公表（第６回） 

保育課 

学校教育課 

放射能対策室 

広報にて特集 （８月２１日号）  

９月 

１日 広報にて特集 （９月１日号）  

２１日 放射線量測定器の市内各出張所での貸出しを開始 市民課 



１０月 

１日 広報にて特集 （１０月１日号）  

子どもが多く利用する施設（小学校、中学校、保育所（園）、幼稚

園、学童クラブ、福祉会館）の除染実施結果を公表 

放射能対策室 

９日 クリーンセンター焼却場の溶融飛灰を対象に採取し検査機関へ検

査を依頼→溶融飛灰の放射性物質濃度（１，９８９Bq/kg） 

クリーン推進課 

１８日 焼却灰の搬入について、秋田県小坂町一般廃棄物受入れ及び処分状

況調査委員会によるクリーンセンターの現地調査 

クリーン推進課 

２１日 広報にて特集 （１０月２１日号） 

→小中学校や保育所で受ける積算線量計による年間放射線量の推

計値の公表 

放射能対策室 

保育課 

学校教育課 

２３日 クリーンセンター焼却場の溶融飛灰を対象に採取し検査機関へ検

査を依頼→溶融飛灰の放射性物質濃度（１，５１０Bq/kg） 

クリーン推進課 

３０日 流山市が東京電力株式会社に対し、焼却灰保管に係る賠償請求書を

提出（平成２３年１２月１日～平成２４年３月３１日分） 

放射能対策室 

クリーン推進課 

リサイクル推進課 

３１日 ４，０００Bq/kg 以下の焼却灰の搬入について、秋田県小坂町と受

入再開の合意書を締結 

クリーン推進課 

１１月 

６日 クリーンセンター焼却場の溶融飛灰を対象に採取し検査機関へ検

査を依頼→溶融飛灰の放射性物質濃度（１，２９２Bq/kg） 

クリーン推進課 

９日 流山市が東京電力株式会社に対し、焼却灰保管に係る賠償請求書を

提出（平成２４年４月１日～平成２４年９月３０日分） 

放射能対策室 

クリーン推進課 

リサイクル推進課 

流山市をはじめ県内５市が環境大臣に対し、「指定廃棄物の最終処

分場の確保に係る緊急要望書」を提出 

放射能対策室 

クリーン推進課 

リサイクル推進課 

１３日 クリーンセンター焼却場の溶融飛灰を対象に採取し検査機関へ検

査を依頼→溶融飛灰の放射性物質濃度（１，７０６Bq/kg） 

クリーン推進課 

３０日 流山市が東京電力株式会社に対し、給食における放射性物質の検査

に要した費用に係る賠償請求書を提出（平成２３年４月１日～平成

２４年３月３１日分） 

放射能対策室 

学校教育課 

１２月 

４日 クリーンセンター焼却場の溶融飛灰を対象に採取し検査機関へ検

査を依頼→溶融飛灰の放射性物質濃度（１，０４１Bq/kg） 

クリーン推進課 

１７日 クリーンセンター焼却場の溶融飛灰を対象に採取し検査機関へ検

査を依頼→溶融飛灰の放射性物質濃度（１，４０６Bq/kg） 

クリーン推進課 

２１日 広報にて特集 （１２月２１日号） 

→小中学校や保育所で受ける積算線量計による年間放射線量の実

測値の公表 

放射能対策室 

保育課 

学校教育課 

２７日 流山市が復興大臣に対し、「「東京電力原子力事故により被災した子 放射能対策室 



どもをはじめとする住民等の生活を守り支えるための被災者の生

活支援等に関する施策の推進に関する法律」に基づく支援対象地域

に関する要望書」を提出  

健康増進課 

２８日 東京電力株式会社から平成２４年１１月３０日付けの賠償請求に

ついて、請求額と同額の支払いを受ける 

放射能対策室 

学校教育課 

平成２５年１月 

８日 ８，０００Bq/kg 以上の熔融飛灰について、手賀沼流域下水道終末

処理場に搬出を開始 

クリーン推進課 

１２日 流山市が環境大臣に対し、「東京電力株式会社が補償する損害賠償

の枠組み拡大を国から働きかけをすることに関する要望書」を提出 

放射能対策室 

クリーン推進課 

リサイクル推進課 

２６日 内閣府食品安全委員会、消費者庁、厚生労働省、農林水産省及び流

山市の主催で「食の安全・安心セミナーin 流山」の講演会を開催  

参加者６８名  

放射能対策室 

２９日 流山市をはじめ県内５市が環境大臣に対し、「指定廃棄物の最終処

分場の確保に係る緊急要望書」を提出 

放射能対策室 

クリーン推進課 

リサイクル推進課 

下旬 小学校付近通学路の除染作業を完了 道路管理課 

除染実施済み施設の事後モニタリングを開始 

→以後定期的にモニタリングを実施 

放射能対策室 

２月 

２６日 本市他８市長連名で、復興大臣に「東京電力原子力事故により被災

した子どもをはじめとする住民等の生活を守り支えるための被災

者の生活支援等に関する施策の推進に関する法律」に係る緊急要望

書を提出 

放射能対策室 

３月 

１５日 クリーンセンター焼却場の溶融飛灰を対象に採取し検査機関へ検

査を依頼→溶融飛灰の放射性物質濃度（１，５５８Bq/kg）        

クリーン推進課 

２１日 子どもが多く利用する施設の除染後のモニタリング調査の結果を

広報に掲載 

放射能対策室 

東京電力株式会社から一部合意となった費用８２，７８５，２８５

円の支払いを受ける 

放射能対策室 

２８日 市長が東京電力株式会社本社を訪問し、未払いとなっている費用の

支払いを求める 

放射能対策室 

３１日 申請を受けた住宅地の除染完了（１，６０３件） 

公園の除染完了（２５９カ所） 

みどりの課 

放射能対策室 

４月 

１日 積算線量計の貸し出しを開始 放射能対策室 

１０日 「流山市除染実施計画」を一部改訂 放射能対策室 



１９日 東京電力福島第一原子力発電所の事故に伴う放射能対策事業費の

負担を求める要望書を提出                       

放射能対策室 

クリーンセンター焼却場の溶融飛灰を対象に採取し検査機関へ検

査を依頼→溶融飛灰の放射性物質濃度（１，４９０Bq/kg）        

クリーン推進課 

３０日 平成２４年度に実施した子どもが多く利用する施設や住宅等の除

染に係る放射線量低減対策特別緊急事業費国庫補助金（１０億５９

９万５，７８８円）が入金される 

放射能対策室 

５月 

１日 子どもが多く利用する施設（小中学校、幼稚園、保育園）で積算線

量計による空間放射線量の計測再開 

放射能対策室 

１４日 クリーンセンター焼却場の溶融飛灰を対象に採取し検査機関へ検

査を依頼→溶融飛灰の放射性物質濃度（１，４９１Bq/kg） 

クリーン推進課 

２１日 子どもが多く利用する施設のモニタリング結果を広報に掲載 放射能対策室 

６月 

１日 子どもが多く利用する施設（学童クラブ）で積算線量計による空間

放射線量の計測再開 

放射能対策室 

４日 クリーンセンター焼却場の溶融飛灰を対象に採取し検査機関へ検

査を依頼→溶融飛灰の放射性物質濃度（１，２６０Bq/kg） 

クリーン推進課 

7 月 

９日 クリーンセンター焼却場の溶融飛灰を対象に採取し検査機関へ検

査を依頼→溶融飛灰の放射性物質濃度（８５０Bq/kg） 

クリーン推進課 

８月 

６日 クリーンセンター焼却場の溶融飛灰を対象に採取し検査機関へ検

査を依頼→溶融飛灰の放射性物質濃度（８６１Bq/kg）  

クリーン推進課 

２１日 ・子どもが多く利用する施設のモニタリング結果を広報に掲載  

・小中学校や保育所で受ける積算線量計による年間放射線量の推計

値をホームページで公表 

放射能対策室 

保育課 

学校教育課 

３０日 復興庁が、被災者生活支援等施策の推進に関する基本的な方針（案）

のパブリックコメントを実施（～９月２３日） 

 

流山市 放射能から子どもを守るネットワークとの懇談会を開催 放射能対策室 他 

９月 

２日 流山市が、東京電力株式会社に対し、学校給食等食材検査に要した

費用に係る損害賠償請求書を提出 

・学校給食等食材検査費用（平成２４年度）  

２，０２３，３２２円 

・学校等屋外プール水の検査費用（平成２３年度） 

１３４，８２０円 

・合計                 ２，１５８，１４２円                   

放射能対策室 

学校教育課 

保育課 

簡易型空間放射線量測定器の貸出期間を、１泊２日から２泊３日へ

延長 

放射能対策室 

市民課 

４日 クリーンセンター焼却場の溶融飛灰を対象に採取し検査機関へ検 クリーン推進課 



査を依頼→溶融飛灰の放射性物質濃度（６８４Bq/kg）         

６日 流山市が、被災者生活支援等施策の推進に関する基本的な方針（案）

のパブリックコメントに対し、意見提出               

放射能対策室 

１３日 被災者生活支援等施策の推進に関する基本的な方針（案）の説明会

に出席 

放射能対策室 

１０月 

３日 本市他８市長連名で、復興大臣に、子ども被災者支援法の「被災者

生活支援等施策の推進に関する基本的な方針（案）」に係る緊急要

望書を提出                          

放射能対策室 

４日 流山市が、東京電力株式会社に対し、平成２４年度の廃棄物処理事

業に係る追加的費用他の賠償請求書を提出 

・廃棄物処理事業に係る追加的費用（平成２４年度） 

２３６，４５６，０２９円 

・放射能対策費のうち未だに損害賠償金の対象項目が明らかになっ

ていない費用（平成２３年度及び平成２４年度） 

７０，６００，０００円 

・合計               ３０７，０５６，０２９円            

放射能対策室 

クリーン推進課 

リサイクル推進課 

７日 学校等屋外プール水の検査費用（平成２３年度）１３４，８２０円

の支払いを受ける 

放射能対策室 

学校教育課 

１１日 ・「被災者生活支援等施策の推進に関する基本的な方針（案）」パブ

リックコメントに対する意見について、復興庁が政府の見解を公表 

・「被災者生活支援等施策の推進に関する基本的な方針」が閣議で

決定される 

 

２５日 東京電力株式会社が来庁、平成２５年１０月４日付けの賠償請求

（平成２４年度分の廃棄物処理事業に係る追加的費用他）及び溶融

飛灰薬剤処理装置費用について協議し、６，９２０万円（溶融飛灰

薬剤処理装置費用及び人件費の一部）を支払うとの回答を得た 

放射能対策室 

１１月 

８日 東京電力株式会社が来庁、熔融飛灰保管置場整地及び遮蔽工事費用

について協議し、同工事請負費用（１，３４４万円）を支払うとの

回答を得た 

放射能対策室 

２２日 学校給食等食材検査費用（平成２４年度分）１，７８５，７５１円

の支払いを受ける 

放射能対策室 

学校教育課 

２５日 溶融飛灰薬剤処理装置費用及び人件費の一部並びに熔融飛灰保管

置場整地及び遮蔽工事費用（８２，６４４，９２６円）の支払いを

受ける 

放射能対策室 

クリーン推進課 

リサイクル推進課 

２８日 流山市、松戸市、柏市、我孫子市、印西市は、環境大臣宛に５市

長連名で、「指定廃棄物の最終処分場の確保に係る緊急要望書」

を提出 

クリーン推進課 

平成２６年１月 



１０日 放射能対策室実務担当者が東京電力株式会社本社を訪問し、未払い

となっている費用（７０,６００,０００円）の支払いを求める 

放射能対策室 

４月 

１日 放射能対策室を廃止し、業務を環境政策課に移管する。環境政策課

から環境政策・放射能対策課に課名を変更 

 

８日 クリーンセンター焼却場の溶融飛灰を対象に採取し検査機関へ検

査を依頼→溶融飛灰の放射性物質濃度（１,２６７Bq/kg） 

（※平成２６年度は、以後月１回（年度計１２回）測定を実施） 

クリーンセンター 

１１日 東京電力株式会社より平成２４年度廃棄物対策費用及びごみゼロ

剪定枝等収集運搬業務委託料 合計１２２,１８２,９０８円の支

払いを受ける 

環境政策・放射能対策課 

クリーンセンター 

５月 

１５日 流山市、松戸市、柏市、我孫子市、印西市の５市長連名で、「指定

廃棄物の最終処分場の確保等に関する緊急要望書」を環境大臣宛に

提出 

クリーンセンター 

２１日 子どもが多く利用する施設のモニタリング結果を広報に掲載 環境政策・放射能対策課 

８月 

２１日 東京電力株式会社に対し、平成２５年度分放射能対策費用  

合計４１０,１１１,６３５円の請求書を提出 

環境政策・放射能対策課 

子どもが多く利用する施設のモニタリング結果を広報に掲載 環境政策・放射能対策課 

９月 

１２日 平成２６年８月２１日に東京電力株式会社に対し、平成２５年度分

に係る放射線対策費用（４１０,１１１,６３５円）の請求を行った

ことについて、同社より損害賠償の考え方について回答を受ける                       

環境政策・放射能対策課 

１０月 

１２日 クリーンセンター周辺３自治会を対象に「指定廃棄物の一時保管の

現状と今後の対応について」の説明会を開催 

クリーンセンター 

１１月 

１４日 子ども被災者支援法に基づく「東京電力福島第一原子力発電所事故

に伴う住民の健康管理のあり方に関する専門家会議に係る９市長

連名での緊急要望書」を環境省に提出 

環境政策・放射能対策課 

２１日 子どもが多く利用する施設のモニタリング結果を広報に掲載 環境政策・放射能対策課 

１２月 

２５日 手賀沼流域下水道終末処理場にて一時保管を行っていた、市の焼却

施設より発生した指定廃棄物（放射能濃度が１キログラム当たり８,

０００Bq/kg を超える焼却灰）について、千葉県との協定により、

今後は市クリーンセンター内で一時保管するため、搬出を開始 

（→平成２７年２月２７日に搬出完了） 

クリーンセンター 

平成２７年１月 

２１日 「東京電力福島第一原子力発電所事故に伴う住民の健康管理のあ 環境政策・放射能対策課 



り方に関する専門家会議の中期案取りまとめを踏まえた環境省に

おける当面の施策の方向性（案）」に関する意見募集（パブリック

コメント）への流山市の意見の提出 

２月 

２１日 子どもが多く利用する施設のモニタリング結果を広報に掲載 環境政策・放射能対策課 

３月 

２７日 本市が放射能対策に要した平成２３年度から平成２５年度分の費

用のうち、未だ支払いがなされていない費用（１７９,６５１,４９

０円）について、原子力損害賠償紛争解決センターにあっせんの申

立て 

環境政策・放射能対策課 

４月 

６日 東京電力株式会社より、平成２４年度及び２５年度に廃棄物対策に

要した費用のうち、６,８１２,１９０円の支払いを受ける 

環境政策・放射能対策課 

クリーンセンター 

７日 クリーンセンター焼却場の溶融飛灰を対象に採取し検査機関へ検

査を依頼→溶融飛灰の放射性物質濃度（１,０２０Bq/kg） 

（※平成２７年度は、以後月１回（年度計１２回）測定を実施予定） 

クリーンセンター 

５月 

１８日 原子力損害賠償紛争解決センターより和解仲介委員（２名）の指名

を受ける 

環境政策・放射能対策課 

２７日 平成２３年度及び２５年度道路管理放射能対策事業に要した費用

のうち、８，６５３,３５５円を東京電力株式会社に請求 

環境政策・放射能対策課 

クリーンセンター 

平成２４年度学校給食放射能対策事業に要した経費のうち、 

２,２６５円の支払いについて、東京電力株式会社と合意書の締結 

環境政策・放射能対策課 

学校教育課 

６月 

１７日 東京電力株式会社より、平成２４年度学校給食放射能対策事業に要

した費用のうち、２,２６５円の支払いを受ける 

環境政策・放射能対策課 

学校教育課 

７月 

２日 指定廃棄物焼却灰を一時保管するための保管庫（ボックスカ

ルバート）を設置 

クリーンセンター 

８月 

２５日 東京電力株式会社より、平成２３年度及び２５年度道路管理放射能

対策事業に要した費用のうち、８,６５３,３５５円の支払いを受け

る 

環境政策・放射能対策課 

道路管理課 

１０月 

６日 東京電力株式会社に対し、平成２６年度分放射能対策費用  

合計３９９,４０３,１９６円の請求書を提出 

環境政策・放射能対策課 

３０日 平成２７年１０月６日に東京電力株式会社に対し、平成２６年度分

に係る放射線対策費用（３９９,４０３,１９６円）の請求を行った

ことについて、同社より損害賠償の考え方について回答を受ける 

環境政策・放射能対策課 

平成２８年３月 



３１日 指定廃棄物焼却灰の一時保管庫（ボックスカルバート）への

積み込み及び、一時保管庫の蓋締めを完了 

クリーンセンター 

４月 

５日 東京電力ホールディングス株式会社より、平成２５年度河川管理放

射能対策事業に要した費用のうち、４,９１７,３７１円の支払いを

受ける 

環境政策・放射能対策課 

１２日 クリーンセンター焼却場の溶融飛灰を対象に採取し検査機関へ検

査を依頼→溶融飛灰の放射性物質濃度（３５１Bq/kg） 

（※平成２８年度は、以後月１回（年度計１２回）測定を実施予定） 

クリーンセンター 

２８日 東京電力ホールディングス株式会社より、平成２６年度分に係る廃

棄物対策事業に要した費用のうち、３２７,００６,９７３円の支払

いを受ける 

クリーンセンター 

８月 

３１日 東京電力株式会社に対し、平成２７年度分放射線対策費用  

合計４１７,１５３,９０５円の請求書を提出 

環境政策・放射能対策課 

１１月 

１６日 流山市、松戸市、柏市、我孫子市、印西市は、環境大臣宛に５市

長連名で、「指定廃棄物の長期管理施設の確保等に係る要望書」

を提出 

クリーンセンター 

平成２９年２月 

２４日 東京電力ホールディングス株式会社より、平成２７年度廃棄物対策

事業に要した費用のうち、３４３,０２５,４３２円の支払いを受け

る 

クリーンセンター 

４月 

１日 これまで各課で実施していた食に関する放射性物質の検査を環境

政策・放射能対策課に一元化 

環境政策・放射能対策課 

５月 

１１日 東京電力ホールディングス株式会社より、平成２６年度道路管理放

射能対策事業及び水路等汚泥処分事業に要した費用のうち、９，４

５８，８７３円の支払いを受ける 

道路管理課 

河川課 

１５日 東京電力ホールディングス株式会社より、平成２７年度道路管理放

射能対策事業及び水路等汚泥処分事業に要した費用のうち、１０，

０９５，４２１円の支払いを受ける 

道路管理課 

河川課 

６月 

５日 東京電力ホールディングス株式会社より、平成２５年度から平成２

７年度分に係る廃棄物対策事業に要した費用のうち、２６５，５３

０円の支払いを受ける 

クリーンセンター 

７月 

４日 東京電力ホールディングス株式会社より、平成２６年度及び平成２

７年度分に係る廃棄物対策事業に要した費用のうち、１２３，１２

クリーンセンター 



０円の支払いを受ける 

９月 

１３日 東京電力ホールディングス株式会社に対し、平成２８年度分放射能

対策費用、合計３２４,１１６,６０５円の請求書を提出 

環境政策・放射能対策課 

平成３０年１月 

４日 原子力損害賠償紛争解決センターにあっせんの申立てをしていた

平成２３年度から平成２５年度に要した費用１億５，５９１万４，

１８８円の内、２，２５４万円で東京電力ホールディングスと和解

する 

環境政策・放射能対策課 

１２日 流山市、松戸市、柏市、我孫子市、印西市の５市長が、環境大臣に

早期に指定廃棄物の保管場所を決めるよう「指定廃棄物の長期管理

施設の確保等に係る要望書」を提出する 

クリーンセンター 

３月 

２７日 東京電力ホールディングス株式会社より、平成２８年度廃棄物対策

事業に要した費用のうち、３００，３１３，９８９円の支払いを受

ける 

クリーンセンター 

４月 

１日 環境政策・放射能対策課から環境政策課に課名が変更 環境政策課 

１０月 

１日 平成３１年４月から剪定枝を可燃ごみで収集することに戻すこと

を広報に掲載 

クリーンセンター 

１１日 東京電力ホールディングス株式会社に対し、平成２９年度分放射能

対策費用、合計２５７,９２４,５０８円の請求書を提出 

環境政策課 

１１月 

３０日 東京電力ホールディングス株式会社に対し、平成２３年度から平成

２５年度分の人件費、合計８４,２８９,０６７円の請求書を再度提

出 

環境政策課 

１２月 

２０日 流山市、松戸市、柏市、我孫子市、印西市の５市長が、環境大臣に

早期に指定廃棄物の保管場所を決めるよう「指定廃棄物の長期管理

施設の確保等に係る要望書」を提出する 

クリーンセンター 

２６日 再度提出した平成２３年度から平成２５年度分の人件費について、

東京電力ホールディングス株式会社から賠償できない旨の回答を

受ける 

環境政策課 

平成３１年２月 

１日 本市が放射能対策に要した平成２６年度から平成２８年度分の費

用のうち、未だ支払いがなされていない費用（１３０,８０７,７２

６円）について、原子力損害賠償紛争解決センターにあっせんの申

立て 

環境政策課 

３月 



２７日 東京電力ホールディングス株式会社より、平成２９年度放射能対策

事業に要した費用のうち、２４３，３３１，０９３円の支払いを受

ける 

環境政策課 

４月 

１日 剪定枝を可燃ごみで収集することに戻し、放射能事故以前と同様の

体制とする 

クリーンセンター 

小中学校給食、保育所等給食、市内農産物の食材の放射性物質簡易

検査を終了する 

環境政策課 

放射線量測定器の各出張所での貸出しを止め、環境政策課に統合す

る 

環境政策課 

令和元年９月 

２５日 東京電力ホールディングス株式会社に対し、平成３０年度分放射能

対策費用、合計２９４，５２７，２１０円及び平成２３年度から平

成２５年度分の人件費、合計８４,２８９,０６７円の請求書を再度

提出 

環境政策課 

１０月 

３０日 再度提出した平成２３年度から平成２５年度分の人件費について、

東京電力ホールディングス株式会社から賠償できない旨の回答を

受ける 

環境政策課 

令和２年２月 

２１日 流山市、松戸市、柏市、我孫子市、印西市の５市長が、環境大臣に

早期に指定廃棄物の保管場所を決めるよう要望書を提出 

クリーンセンター 

４月 

７日 東京電力ホールディングス株式会社より、平成３０年度放射能対策

事業に要した費用のうち、２８６，５２２，９６３円の支払いを受

ける 

環境政策課 

９月 

２４日 東京電力ホールディングス株式会社に対し、令和元年度分放射能対

策費用、合計７，６４８，５７０円及び平成２３年度から平成２５

年度分の人件費、合計８４,２８９,０６７円の請求書を再度提出 

環境政策課 

１１月 

９日 再度提出した平成２３年度から平成２５年度分の人件費について、

東京電力ホールディングス株式会社から賠償できない旨の回答を

受ける 

環境政策課 

令和３年３月 

２６日 原子力損害賠償紛争解決センターにあっせんの申立てをしていた

平成２６年度から平成２８年度に要した費用１億１，９６３万７，

９７２円の内、１４０万円で東京電力ホールディングスと和解する 

環境政策課 

２９日 東京電力ホールディングス株式会社より、令和元年度放射能対策事

業に要した費用のうち、４，９０４，７９２円の支払いを受ける 

環境政策課 

４月 



１日 市内各公共施設の空間放射線量モニタリング、消費者の持込みによ

る食品放射能検査、空間放射線量測定器の貸出しを終了する 

環境政策課 

９月 

１４日 東京電力ホールディングス株式会社に対し、平成２３年度から平成

２８年度分の人件費、合計１２６,９０２,８６２円の請求書を再度

提出 

環境政策課 

１１月 

９日 再度提出した平成２３年度から平成２８年度分の人件費について、

東京電力ホールディングス株式会社から賠償できない旨の回答を

受ける 

環境政策課 

令和４年３月 

２４日 東京電力ホールディングス株式会社より、令和２年度放射能対策事

業に要した費用のうち、１，５６２，４２７円の支払いを受ける 

環境政策課 

８月 

１２日 東京電力ホールディングス株式会社より、令和３年度放射能対策事

業に要した費用のうち、１２５，４００円の支払いを受ける 

環境政策課 

１０月 

２８日 本市が放射能対策に要した平成２９年度から令和２年度分の費用

のうち、未だ支払いがなされていない費用（２７,４２３,３４７円）

について、原子力損害賠償紛争解決センターにあっせんの申立て 

環境政策課 

１１月 

１５日 東京電力ホールディングス株式会社に対し、平成２３年度から平成

２８年度分の人件費、合計１２７,９５３,６０３円の請求書を再度

提出 

環境政策課 

令和５年２月 

７日 東京電力ホールディングス株式会社より、平成２９年度放射能対策

事業に要した費用のうち、５３，７１８円の支払いを受ける 

環境政策課 

３月 

１４日 再度提出した平成２３年度から平成２８年度分の人件費について、

東京電力ホールディングス株式会社から賠償できない旨の回答を

受ける 

環境政策課 

１０月 

１７日 東京電力ホールディングス株式会社に対し、平成２３年度から平成

２８年度分の人件費、合計１２７,９５３,６０３円の請求書を再度

提出 

環境政策課 

１１月 

２７日 再度提出した平成２３年度から平成２８年度分の人件費について、

東京電力ホールディングス株式会社から賠償できない旨の回答を

受ける 

環境政策課 

令和６年３月 



２８日 原子力損害賠償紛争解決センターにあっせんの申立てをしていた

平成２９年度から令和２年度に要した費用２，２０６万５，３４２

円の内、５万３，０００円で東京電力ホールディングスと和解する 

環境政策課 

 


